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要旨 

本邦では高年齢労働者の転倒に関連する労働災害（転倒災害）の増加が問題となっ

ており, 高年齢労働者の転倒災害をいかにして予防するかが喫緊の課題となっている. 転

倒災害の予防策を講じるためには, まず, 転倒災害のリスク要因を明らかにすることが重

要となる. 我々は, 加齢に伴う様々な機能変化や予備能力低下によって健康障害に対する

脆弱性が増加した状態を指す Frailty（フレイル）が高年齢労働者の転倒災害と関連してい

ると考え, 高年齢労働者の転倒災害とフレイルの関係について検証した. 検証の結果, （1） 

高年齢労働者の転倒災害にはフレイルが関連すること, （2）高年齢労働者のフレイルには

社会経済要因が関連することが明らかになった. 

本研究結果は, 高年齢労働者, とりわけ, 低い社会経済要因を抱える高年齢労働者

の転倒災害予防において, フレイルに着目することの必要性を示唆するものである.  

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討課題 ① 

 

高年齢労働者のフレイルと転倒との関係について 

  



背景 

本邦では高齢化の進展, 政府による高齢者雇用制度や年金制度の見直し, 高齢者

の就業意欲の向上に伴い, 高年齢労働者が増加している. 高年齢労働者数の増加は, 特に小

売業や社会福祉業などの第三次産業で目立ち, それらの業種では従業員の約 2 割を 60 歳以

上の高齢者が占める 1.  

高年齢労働者の抱える産業保健的課題の一つに転倒災害がある. 高年齢労働者の

増加する第三次産業では転倒災害が多く, 2021 年の職業性転倒に関連する労働災害（休業 4

日以上）の 66%が第三次産業で発生している 1. そのため, 第三次産業における転倒災害防

止策の検討は, 本邦の産業保健における喫緊の課題となっている.  

Frailty（フレイル）とは, 加齢に伴う様々な機能変化や予備能力低下によって健康

障害に対する脆弱性が増加した状態であり 2, このフレイルが地域在住高齢者の転倒と関連

することは老年医学領域で明らかにされていた 3. しかし, 最近になり, このフレイルがシ

ルバー人材センターに登録する高齢者の転倒とも関連することを示唆する研究結果が報告

された 4. この知見は, 老年医学領域で認識されていた知見が, 産業保健にも適応可能であ

ることを示唆する重要な知見である.  

 しかし, フレイルと転倒の関係を, 第三次産業で働く高年齢労働者にも適応可能

かどうかは不明である. また, これまでの報告では, 仕事内容, 役職などの職業関連要因を

考慮した解析は行われておらず, 職業関連要因を考慮してもフレイルと転倒が関連するか



どうかは明らかではない.  

 以上を踏まえて, 本研究では第三次産業に従事する高年齢労働者において, 職業

関連要因を考慮した上で, フレイルが就労中の転倒と関連するかどうかを検証する.  

  



方法 

 本研究は 60 歳以上 75 歳未満の第三次産業に従事する高年齢労働者を対象とした

横断研究（インターネット調査）であり, 産業医科大学倫理委員会の承認を得て実施した. 

全ての対象者からはオンライン上で研究参加への同意を得た.  

 

サンプリング 

 対象者はクロスマーケティング社（東京, 日本）に登録される調査モニターから抽

出された. 本邦の 60 歳以上の労働者の男女比が概ね 1:1 であることを踏まえ, 本研究では

男女比が 1:1 になるように対象者を抽出した.  

 

対象者の募集 

 対象者はクロスマーケティング社へのモニター登録時点で就労していた者とし, 

本研究への参加を電子メール等で募集した. 除外基準は, (1) 調査時点で就労していない者, 

(2) 年齢が 60歳未満または 76 歳以上の者, (3) 自営業またはその家族でその事業に従事し

ている者, (4) 第三次産業以外の産業に従事する者, (5) 不正回答をした者とし, 基準を満

たす対象者が 5000 名に達した時点で, 対象者の募集を終了した.  

 本研究における第三次産業は, 第三次産業活動指数の対象範囲となる, 「電気・ガ

ス・熱供給・水道業, 情報通信業」, 「情報通信業」, 「運輸業, 郵便業」, 「卸売業, 小売



業」, 「金融業, 保険業」, 「不動産業, 物品賃貸業」, 「学術研究, 専門・技術サービス業」, 

「宿泊業, 飲食サービス業」, 「生活関連サービス業, 娯楽業」, 「教育, 学習支援業」, 「医

療・福祉」, 「複合サービス事業」, 「サービス業（他に分類されないもの）」とした 5.  

 

フレイルの評価 

 フレイルの評価には簡易フレイル・インデックス (Frailty Screening Index : FSI) 

を用いた 6. FSI は, 体重減少, 歩行速度, 運動, 記憶, 疲労感に関する 5 つの質問から構成

され, 対象者はそれらの質問に「はい」または「いいえ」の二択で回答することで得点が求

められる指標である. 得点は最低 0点, 最高 5点となり, 0 点の場合は健常, 1-2 点の場合は

プレフレイル, 3点以上はフレイルと分類される.  

 

転倒の評価 

 まず, 過去 1 年間の仕事中の転倒回数を全対象者に確認し, 1 回以上転倒を経験し

ている場合, 仕事中の転倒ありと定義した. 次に, 仕事中の転倒がある対象者に対して, そ

の転倒により治療を要するケガをしたかどうかを確認し, 治療を要するケガを伴っていた

場合, 治療を要する転倒ありと定義した. さらに仕事中の転倒が労働災害として認定され

た場合は,労働災害と認められた転倒ありと定義した.  

 



その他の変数 

 フレイルと転倒以外に, 年齢, 性別, 教育歴 (中学校・高校, 専門学校・短大・高専, 

大学・大学院), 主観的経済状況（苦しい, 苦しくない）, 多剤併用（5種類以上の薬剤の使

用）7, 雇用形態 (正規雇用, 非正規雇用), 職務内容 (主に作業, 主にデスクワーク・主に人

と話したりする仕事), 就業頻度 (3 日/週以下, 4 日/週, 週に 5 日以上), 職業分類 (卸売・

小売業, 医療・福祉, その他), 会社規模 (10 人未満, 10人以上 50人未満, 50 人以上 1000 人

未満, 1000 人以上) を調査した.  

 

統計解析 

 対象者はFSI スコアに基づいて, 健常群, プレフレイル群, フレイル群の三群に分

類したのちに, アウトカムを転倒 (仕事中の転倒, 治療を要する転倒, 労働災害と認められ

た転倒), 曝露を FSI にスコアに基づくフレイル分類 (健常, プレフレイル, フレイル) と

したロジスティック回帰分析を行い, フレイルと転倒の関係を検証した. なお, ロジスティ

ック回帰分析には調整変数として, 性, 年齢, 教育歴, 主観的経済状況, 多剤併用, 雇用形

態, 職務内容, 就業頻度, 職業分類, 会社規模を用いた.  

 全ての解析は Stata Release 16 (Stata Statistical Software: Release 16; StataCorp 

LLC) を用い, 統計的有意水準は５%未満とした.  

  



結果 

解析対象者 5000 名の年齢中央値は 63 歳 (四分位範囲: 61-66 歳)であり, 48.7%は

大学卒業以上の教育歴を有していた. FSI の得点は 0が 21.2%（1061 名）, 1 が 36.0%（1801

名）, 2が 27.3%（1363 名）, 3 が 12.7%（636 名）, 4 が 2.5%（127 名）, 5が 0.2%（12名）

であった . FSI に基づく分類では , 健常が 21.2% (n=1061), プレフレイルが 63.3% 

(n=3164), フレイルが 15.5% (n=775)であった.  

表 1 には FSI に基づく分類別の対象者の属性を示す. 大学卒業位以上の教育歴を

有する割合は, 健常群 , プレフレイル群, フレイル群の順に高かった  (57.6%, 47.2%, 

43.1%). 対照的に, 主観的経済困難感を抱える割合は, フレイル群, プレフレイル群, 健常

群の順に高かった (49.4%, 33.0%, 20.9%). また, 多剤併用の割合 (21.9%, 12.5%, 5.9%), 

仕事内容が主に作業である割合 (35.7%, 31.8%, 28.2%) もフレイル群, プレフレイル群, 

健常群の順に高かった.  

仕事中の転倒を経験した割合は, フレイル群, プレフレイル群, 健常群の順に高か

った (12.9%, 5.7%, 2.6%). 治療を要する転倒を経験した割合 (4.9%, 1.1%, 0.3%), 労働災

害と認められた転倒を経験した割合 (1.7%, 0.6%, 0.2%)も同様に, フレイル群, プレフレ

イル群, 健常群の順に高かった.  

表 2は転倒に対するフレイルのオッズ比 (odds ratio: OR)を示す. 多変量解析の結

果, プレフレイル (OR: 1.95, 95%信頼区間: 1.29–2.93, p = 0.001) と frailty (OR: 4.23, 95%信



頼区間: 2.71–6.59, p < 0.001) は仕事中の転倒と関連していた. また, プレフレイル(aOR: 3.37, 

95%信頼区間: 1.03–11.04, p = 0.045) とフレイル(aOR: 12.83, 95%信頼区間: 3.87–45.56, p < 

0.001) は治療を要する転倒とも有意に関連していた. さらに, プレフレイル(aOR: 3.07, 95%

信頼区間: 0.71–13.31, p = 0.134) とフレイル(aOR: 7.12, 95%信頼区間: 1.55–32.76, p = 0.012) 

は労働災害と認められた転倒とも有意に関連していた. 性, 年齢調整の解析結果も多変量

解析と同様の結果であった.   



考察 

 本研究では第三次産業に従事する高年齢労働者を対象に, フレイルと転倒の関係

を検証した. その結果, プレフレイル, およびフレイルは仕事中の転倒, 治療を要する転倒,

労働災害と認められた転倒と関連していた. 我々の知る限り, 転倒災害が問題となってい

る第三次産業に特化して, 転倒とフレイルの関係について検証した研究はこれが最初であ

る.  

 本研究では約 6%の対象者が少なくとも 1回以上の転倒を経験していたが, これは

シルバー人材センターに登録した高齢者を対象とした先行研究の結果と同等であった 

(5.8-6.3%) 4,8. ただし, 先行研究と比較して本研究対象者の年齢は若年であったにも関わら

ず, 転倒の経験率は先行研究と同等である点は注目する必要がある. 先行研究ではシルバ

ー人材センターに登録する高齢者を対象にしていることから, 労働日数の少ない対象者が

多く含まれていた. 一方, 本研究の対象者の多くは労働日数が週 4 日以上であり, このこと

が対象者の年齢が若いにもかかわらず, 転倒率が同等であったことに影響している可能性

がある.  

 本研究では, フレイルだけでなく, プレフレイルも高年齢労働者の転倒と関連す

ることが示唆された. この結果も先行研究の結果を支持するものである 4. フレイル, プレ

フレイルは介護予防の文脈で議論されることが多く, これまで産業保健の文脈での議論は

ほとんど行われてこなかった. しかし, 多くの労働者がプレフレイル, またはフレイルを有



していることから, 高年齢労働者を雇用する雇用主や産業保健従事者はフレイルについて

の理解を深める必要があると我々は考える.  

 本研究で使用した FSI は, 5 つの質問からなる簡易な評価指標であり, 産業保健現

場でも容易に導入することが可能である. 本邦では従来, 歩行能力, 平衡機能などの身体機

能評価を通して, 労働者の転倒リスクを判別する試みが行われてきた 9. しかし, 最近の報

告ではこれらの有用性を否定するものもある 10,11. 加えて, 身体機能評価は時間もマンパワ

ーも必要とすることから, 産業保健の現場では普及していない現状がある. FSI は労働者の

評価として, 身体機能評価に代わる有用な検査方法となりうる可能性があり, 今後一層, 産

業保健の文脈でその有用性について検証を深めていくことが望まれる.  

 本研究にはいくつかの限界がある. 第一にアウトカムは自己申告による評価に基

づいており, そのため対象者が過去の転倒を忘れている際には誤分類によるバイアスが生

じる可能性がある. その場合, 曝露とアウトカムとの関係は過小評価される可能性がある. 

第二に未測定交絡の影響が挙げられる. 例えば, 先行研究では視空間能力の低さが転倒と

関連することを示唆しているが 8, 本研究ではその点を考慮できていない. 第三に, 本研究

では治療を要する転倒とフレイルの関係はサンプルサイズの関係で正しく推定できていな

い可能性がある. そのため, 推定された OR の解釈には注意が必要である. 最後に, 本研究

は横断研究であり, 転倒とフレイルとの因果関係については結論を出すことができない. 

今後, コホート研究を行い因果関係について検証する必要がある.  



 結論として, 本研究は第三次産業に従事する高年齢労働者の転倒にフレイルが関

連していることが明らかになった. 事業主は, 高年齢労働者の転倒を予防するためにも, フ

レイルのスクリーニングを導入し, スクリーニング結果に基づく対策を検討することが推

奨される. 
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表 1. 対象者の属性     

    健常 プレフレイル フレイル 

    n=1,061 n=3,164 n=775 

年齢, 中央値 (四分位範囲)  63 (61-67) 63 (61-66) 63 (61-65) 

男性  533 (50.2%) 1,581 (50.0%) 386 (49.8%) 

教育歴     

  中学校/高校  218 (20.5%) 964 (30.5%) 263 (33.9%) 

  専門学校/短期大学/高等専門学校  232 (21.9%) 708 (22.4%) 178 (23.0%) 

  大学/大学院  611 (57.6%) 1,492 (47.2%) 334 (43.1%) 

主観的経済状況     

  非困難  839 (79.1%) 2,119 (67.0%) 392 (50.6%) 

  困難  222 (20.9%) 1,045 (33.0%) 383 (49.4%) 

多剤併用  63 (5.9%) 395 (12.5%) 170 (21.9%) 

雇用形態     

  正規雇用  456 (43.0%) 1,305 (41.2%) 327 (42.2%) 

  非正規雇用  605 (57.0%) 1,859 (58.8%) 448 (57.8%) 

職務内容     

  主にデスクワーク/主に人と話したりする仕事  762 (71.8%) 2,157 (68.2%) 498 (64.3%) 

  主に作業  299 (28.2%) 1,007 (31.8%) 277 (35.7%) 

就業頻度(日/週)     

  ≦3  226 (21.3%) 559 (17.7%) 113 (14.6%) 

  4  161 (15.2%) 458 (14.5%) 108 (13.9%) 

  5≦  674 (63.5%) 2,147 (67.9%) 554 (71.5%) 

職業分類     

  卸売業, 小売業  232 (21.9%) 768 (24.3%) 168 (21.7%) 

  医療, 福祉  219 (20.6%) 645 (20.4%) 173 (22.3%) 

  その他  610 (57.5%) 1,751 (55.3%) 434 (56.0%) 

事業所規模 (人)     

  -9  151 (14.2%) 430 (13.6%) 109 (14.1%) 

  10-99  363 (34.2%) 1,057 (33.4%) 272 (35.1%) 

  100-999  481 (45.3%) 1435 (45.4%) 335 (43.2%) 

  1000-  66 (6.2%) 242 (7.6%) 59 (7.6%) 

転倒     

仕事中の転倒  28 (2.6%) 179 (5.7%) 100 (12.9%) 

治療を要する転倒  3 (0.3%) 35 (1.1%) 38 (4.9%) 

労働災害と認められた転倒  2 (0.2%) 20 (0.6%) 13 (1.7%) 



  

表 2. フレイルと転倒との関係       

  Model 1   Model 2 

  OR 95% CI p     OR 95% CI p 

           

仕事中の転倒          

  健常 Reference  健常 Reference 

  プレフレイル 2.22 1.48 3.33 <0.001  プレフレイル 1.95 1.29 2.93 0.001 

  フレイル 5.52 3.59 8.49 <0.001  フレイル 4.23 2.71 6.59 <0.001 

           

治療を要する転倒         

  健常 Reference  健常 Reference 

  プレフレイル 3.99 1.22 12.99 0.022  プレフレイル 3.37 1.03 11.04 0.045 

  フレイル 18.54 5.70 60.37 <0.001  フレイル 12.83 3.87 42.56 <0.001 

           

労働災害と認められた転倒          

 健常 Reference  健常 Reference 

 プレフレイル 3.43 0.80 14.72 0.097  プレフレイル 3.07 0.71 13.31 0.134 

フレイル 9.35 2.10 41.66 0.003  フレイル 7.12 1.55 32.76 0.012 

OR: オッズ比, CI: 信頼区間 

Model 1: 性, 年齢で調整 

Model 2: 性, 年齢, 教育歴, 主観的経済状況, 多剤併用, 雇用形態, 職務内容, 就業頻度, 職業分類, 会社規模で

調整  
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検討課題 ② 

 

高年齢労働者のフレイルと社会経済状況との関係について



背景 

 Frailty（フレイル）とは, 加齢に伴う様々な機能変化や予備能力低下によって健康

障害に対する脆弱性が増加した状態を指し 1, 新興の国際的な公衆衛生的課題の一つとして

認識されている 2. 居住地域や定義, 使用する評価指標によって報告されるフレイルの有病

率にはばらつきがあるが, 本邦の地域在住高齢者のフレイル有病率は 7.4%から 11.2%と報

告されている 3, 4. フレイルは転倒・骨折, 入院, 死亡などの有害なアウトカムと関連するが, 

可逆的であるという特性を有していることから, 早期の発見, 及び早期の介入が重要な役

割を果たす.  

 最近の報告ではフレイルが高年齢労働者にも存在するとともに, そのフレイルが

高年齢労働者の転倒とも関連することが示唆されている. 同様の結果は, 我々の分析 (本報

告書における検討課題 ①)においても示されている. これらを踏まえると, 高年齢労働者の

フレイルのリスク要因を特定し, フレイルに対する早期の対策を検討することが, 高年齢

労働者の労働災害予防ないし, 就労継続支援につながると考えられる.  

 低い社会経済状況 (SES: Socio-economic status)はフレイルのリスク要因の一つで

あることで知られている 5-14. 低い SES は生活習慣, ヘルスリテラシーなどのいくつかの要

素を通じて健康に影響を与える可能性があり 15, 16, これらのメカニズムはフレイルにも適

応される可能性がある. しかし, 我々の知る限り, 高年齢労働者のフレイルに低い SES が

関連しているかどうかは明らかになっていない.  



 本研究の目的は, 高年齢労働者におけるフレイルと SES との関係を明らかにする

ことである. 

 

方法 

 本研究は 60 歳以上 75 歳未満の第三次産業に従事する高年齢労働者を対象とした

横断研究（インターネット調査）であり, 産業医科大学倫理委員会の承認を得て実施した. 

全ての対象者からはオンライン上で研究参加への同意を得た.  

 

サンプリング 

 対象者はクロスマーケティング社（東京, 日本）に登録される調査モニターから抽

出された. 本邦の 60 歳以上の労働者の男女比が概ね 1:1 であることを踏まえ, 本研究では

男女比が 1:1 になるように対象者を抽出した.  

 

対象者の募集 

 対象者はクロスマーケティング社へのモニター登録時点で就労していた者とし, 

本研究への参加を電子メール等で募集した. 除外基準は, (1) 調査時点で就労していない者, 

(2) 年齢が 60歳未満または 76 歳以上の者, (3) 自営業またはその家族でその事業に従事し

ている者, (4) 第三次産業以外の産業に従事する者, (5) 不正回答をした者とし, 基準を満



たす対象者が 5000 名に達した時点で, 対象者の募集を終了した.   

 

フレイルの評価 

 フレイルの評価には簡易フレイル・インデックス (Frailty Screening Index : FSI) 

を用いた 17. FSI は, 体重減少, 歩行速度, 運動, 記憶, 疲労感に関する 5 つの質問から構成

され, 対象者はそれらの質問に「はい」または「いいえ」の二択で回答することで得点が求

められる指標である. 得点は最低 0点, 最高 5点となり, 0 点の場合は健常, 1-2 点の場合は

プレフレイル, 3点以上はフレイルと分類される. 

 

SES の評価 

 SES は, 性, 年齢, 婚姻状況（結婚, 離婚/死別, 未婚）, 教育歴 (中学校・高校, 専

門学校・短大・高専, 大学・大学院), 主観的経済状況（苦しい, 苦しくない）, 居住地域（北

海道, 東北, 関東, 中部, 近畿, 中国/四国, 九州/沖縄）, 雇用形態 (正規雇用, 非正規雇用), 

役職（一般職員, 管理職, 経営者・役員, その他）, 職務内容 (主に作業, 主にデスクワーク・

主に人と話したりする仕事), 会社規模 (10 人未満, 10 人以上 50 人未満, 50 人以上 1000 人

未満, 1000 人以上) を調査した. 

 

統計解析 



 対象者は FSI スコアに基づいて, 健常群/プレフレイル群, フレイル群の二群に分

類したのちに, アウトカムをフレイル, 共変量を SES とした多変量ロジスティック回帰分

析を行い, SES とフレイルの関係を検証した. 多変量ロジスティック回帰分析では, 二つの

モデルを作成した. 一つ目のモデルには, 性, 年齢, 婚姻状況, 教育歴, 居住地域, 雇用形態, 

役職, 職務内容, 会社規模を投入した（Model 1）. 二つ目のモデルでは, Model 1 に加えて, 

主観的経済状況を投入した（Model 2）.  

 全ての解析は Stata Release 16 (Stata Statistical Software: Release 16; StataCorp 

LLC) を用い, 統計的有意水準は５%未満とした.  

  



結果 

解析対象者 5000 名の年齢中央値は 63 歳 (四分位範囲: 61-66 歳)であり, 48.7%は

大学卒業以上の教育歴を有していた. FSI の得点は 0が 21.2%（1061 名）, 1 が 36.0%（1801

名）, 2が 27.3%（1363 名）, 3 が 12.7%（636 名）, 4 が 2.5%（127 名）, 5が 0.2%（12名）

であった . FSI に基づく分類では , 健常が 21.2% (n=1061), プレフレイルが 63.3% 

(n=3164), フレイルが 15.5% (n=775)であった.  

表 1 には FSI に基づく分類別の対象者の属性を示す. 大学卒業以上の教育歴を有

する割合は, 健常/プレフレイル群と比較してフレイル群で低かった (49.8 vs. 43.1%). 対

照的に, 主観的経済困難感を抱える割合は, 健常/プレフレイル群と比較してフレイル群の

方が高かった (30.0 vs. 49.4%). また, 仕事内容が主に作業である割合も健常/プレフレイ

ル群と比較してフレイル群の方が高かった（30.9 vs. 35.7%）. 

表 2にはフレイルに対する SES のオッズ比（Odds ratio: OR）を示す. Model 1 で

は, 高校卒業以下の教育歴がフレイルと有意に関連していた（OR: 1.31, 95%信頼区間: 1.08–

1.59, p = 0.005）. しかし, 主観的経済状況もモデルに加えた Model 2 では, 教育歴は有意で

はなくなり, 主観的経済状況の困難感のみが有意となった（OR: 2.17, 95% 信頼区間: 1.85–

2.55, p < 0.001）. 

  



考察 

 我々は高年齢労働者の SESとフレイルの関係を検討した. その結果, SESの中でも

主観的経済状況がフレイルと関係することが明らかになった. 本調査は, 我々の知る限り, 

高年齢労働者における SES とフレイルの関係を明らかにした最初の報告である.  

 本調査の対象者におけるフレイルの有病率は15.5%であった. これは, シルバー人

材センターに登録する高齢者を対象とする先行研究で報告されている割合よりも高い割合

であった（10.4%）18. 同先行研究の対象者と比較して本調査対象者の年齢の方が若いにも

関わらず本研究対象者フレイル有病割合が高かった要因としては, 本研究対象者に主観的

経済困難感を抱える労働者が多く含まれていたことが挙げられる. 経済状況がフレイルの

有病と関連することは先行研究でも示されている 19.  

 主観的経済状況を考慮しないモデル（Model 1）においては教育歴がフレイルと関

連していた. しかしながら, 主観的経済状況を考慮したモデル（Model 2）においては, これ

らの関係性は有意ではなくなった. この結果は, 教育歴は主観的経済状況を媒介してフレ

イルと関連する可能性を示唆するものである. 先行研究では経済状況が教育歴とフレイル

の媒介要因であることが示されており 5, 本研究は先行研究の知見を支持するものである. 

主観的経済困難とフレイルの関係のメカニズムとして考えられるのは, 主観的経済困難を

抱える高齢者が支出を減らすために医療サービスの利用を減らし, それが健康不良や虚弱

につながる可能性があることである. 低所得は医療へのアクセスの低下と関連しており 20, 



この関係は国民皆保険制度の日本においても観察されている 21.  

 本研究にはいくつかの限界がある. 第一に, 調査参加者は, 調査会社から報酬（ポ

イントなど）を受け取っている. これは, 低所得者が報酬を得るために積極的に調査に参加

した可能性があるため, 選択バイアスにつながったかもしれない. 第二に, 虚弱は自記式質

問紙で評価されるため, 自己申告バイアスの可能性がある. 最後に, 本研究は横断的なデザ

インであるため、フレイルと SESの因果関係について言及することはできない.  

結論として, 高齢労働者の中には虚弱体質の労働者が存在し, 主観的な経済的困

難は高齢労働者の虚弱と関連していた. 高年齢労働者を雇用する事業主は, 特に経済的困

難を感じる高年齢労働者に対して, フレイルに対する産業保健戦略（スクリーニング、生活

指導などの予防介入を含む）を検討する必要がある.  
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表 1. 対象者の属性. 
  

  Robust/pre-frailty   Frailty 

  n=4225   n=775 

年齢 (歳), 中央値 (四分位範囲) 63 (61-66) 
 

63 (61-65) 

性 
   

  男性 2114 (50.0%) 
 

386 (49.8%) 

  女性 2111 (50.0%) 
 

389 (50.2%) 

婚姻状況 
   

  既婚 3081 (72.9%) 
 

534 (68.9%) 

  離婚/死別 743 (17.6%) 
 

156 (20.1%) 

  未婚 401 (9.5%) 
 

85 (11.0%) 

教育歴 
   

  中学校/高校 1182 (28.0%) 
 

263 (33.9%) 

  専門学校/短大/高専 940 (22.2%) 
 

178 (23.0%) 

  大学/大学院 2103 (49.8%) 
 

334 (43.1%) 

居住地 
   

  北海道 248 (5.9%) 
 

59 (7.6%) 

  東北 206 (4.9%) 
 

47 (6.1%) 

  関東 1730 (40.9%) 
 

273 (35.2%) 

  中部 603 (14.3%) 
 

112 (14.5%) 

  近畿 848 (20.1%) 
 

160 (20.6%) 

  中国/四国 289 (6.8%) 
 

63 (8.1%) 

  九州/沖縄 301 (7.1%) 
 

61 (7.9%) 

主観的経済状況 
   

  苦しくない 2958 (70.0%) 
 

392 (50.6%) 

  苦しい 1267 (30.0%) 
 

383 (49.4%) 

役職 
   

  一般職員 2167 (51.3%) 
 

430 (55.5%) 

  管理職 442 (10.5%) 
 

69 (8.9%) 

  経営者/役員 377 (8.9%) 
 

57 (7.4%) 

  その他 1239 (29.3%) 
 

219 (28.3%) 

雇用形態 
   

  正規雇用 1761 (41.7%) 
 

327 (42.2%) 

  非正規雇用 2464 (58.3%) 
 

448 (57.8%) 

職務内容 
   

  主にデスクワーク/人と話したりする仕事 2919 (69.1%) 
 

498 (64.3%) 

  主に作業 1306 (30.9%) 
 

277 (35.7%) 

事業所規模 
   

  10 人未満 581 (13.8%) 
 

109 (14.1%) 

  10 人以上 50 人未満 888 (21.0%) 
 

163 (21.0%) 

  50 人以上 1000 人未満 1722 (40.8%) 
 

322 (41.5%) 

  1000 人以上 1034 (24.5%)   181 (23.4%) 

 

  



Table 2. Associations of socioeconomic factor with prevalence of frailty  

    Model 1   Model 2 

    OR 95%CI P   OR 95%CI P            

婚姻状況 
          

  既婚 
 

Reference 
 

Reference 

  離婚/死別 
 

1.20 0.98 1.47 0.081 
 

1.06 0.86 1.31 0.577 

  未婚 
 

1.19 0.92 1.54 0.184 
 

1.11 0.85 1.43 0.449 

教育歴 
          

  中学校/高校 
 

1.31 1.08 1.59 0.005 
 

1.20 0.99 1.46 0.066 

  専門学校/短大/高専 
 

1.14 0.91 1.41 0.249 
 

1.10 0.88 1.37 0.396 

  大学/大学院 
 

Reference 
 

Reference 

居住地 
          

  北海道 
 

1.15 0.77 1.71 0.487 
 

1.12 0.75 1.67 0.581 

  東北 
 

1.09 0.72 1.67 0.678 
 

1.05 0.69 1.62 0.806 

  関東 
 

0.81 0.60 1.10 0.186 
 

0.79 0.58 1.08 0.142 

  中部 
 

0.92 0.65 1.29 0.617 
 

0.91 0.64 1.28 0.585 

  近畿 
 

0.95 0.69 1.32 0.764 
 

0.94 0.68 1.31 0.731 

  中国/四国 
 

1.07 0.72 1.58 0.744 
 

1.03 0.69 1.52 0.891 

  九州/沖縄 
 

Reference 
 

Reference 

主観的経済状況 
          

  苦しくない 
 

- 
    

Reference 

  苦しい 
 

- 
    

2.17 1.85 2.55 <0.001 

役職 
          

  一般職員 
 

Reference 
 

Reference 

  管理職 
 

0.83 0.62 1.11 0.211 
 

0.90 0.67 1.22 0.499 

  経営者/役員 
 

0.84 0.60 1.17 0.301 
 

0.96 0.69 1.34 0.807 

  その他 
 

0.95 0.77 1.16 0.603 
 

0.93 0.76 1.15 0.523 

雇用形態 
          

  正規雇用 
 

Reference 
 

Reference 

  非正規雇用 
 

0.96 0.78 1.17 0.657 
 

0.90 0.73 1.10 0.303 

職務内容 
          

  主にデスクワーク/人と話したり

する仕事 

 
Reference 

 
Reference 

  主に作業 
 

1.17 0.98 1.39 0.078 
 

1.12 0.94 1.33 0.212 

事業所規模 
          

  10 人未満 
 

Reference 
 

Reference 

  10 人以上 50 人未満 
 

0.91 0.70 1.20 0.505 
 

0.98 0.75 1.30 0.911 

  50 人以上 1000 人未満 
 

0.94 0.73 1.20 0.620 
 

1.03 0.80 1.32 0.831 

  1000 人以上   0.89 0.67 1.17 0.388   0.97 0.73 1.28 0.825 

OR: オッズ比, CI: 信頼区間 

Model 1: 性, 年齢, 婚姻状況, 教育歴, 居住地域, 雇用形態, 役職, 職務内容, 事業所規模で調整 

Model 2: Model 1 に加え 主観的経済状況で調整. 



 


